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１．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
当社は、内部統制システム整備に関する基本方針に基づき、内部統制システムの整備・運用を行っていま

す。

⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
取締役は取締役会において、「取締役会規程」の定めに従い、法令及び定款に定められた事項並びに重要

な業務に関する事項の決議を行うとともに、業務執行状況に関する報告を受け、業務執行を監督していま
す。使用人の職務の執行に対しては、代表取締役社長直轄の内部監査室担当者が内部監査を実施し、業務が
法令及び定款に適合しているかを監査し、当該結果を代表取締役社長に適宜報告しています。加えて、コン
プライアンスに係る規程を制定するとともに、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス遵守体
制の構築・維持にあたります。

⑵ 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る取締役会議事録及びその他重要な会議の議事録等の情報については、社内規程

に基づき、文書又は電磁的記録文書として記録し、安全かつ適正に保管及び管理する体制を構築していま
す。

⑶ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
損失の危険の管理につき、リスク管理規程において具体的なリスクを想定、分類し、有事の際の迅速かつ

適切な情報伝達と緊急体制を整備しています。また、当社において想定されるリスクを洗い出し、対応方針
を決定し、モニタリングすることでリスクの発生を抑え、リスクが顕在化した場合の影響を最小限に抑える
ために、常勤取締役、監査等委員である常勤取締役、コーポレート本部担当者及び内部監査室担当者により
構成するコンプライアンス委員会を原則として半期に一度開催しています。

⑷ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務執行の効率性につき、取締役及び使用人が共有する全社的な目標を定め、浸透を図るととも

に、各部門が実施すべき具体的な数値目標を担当取締役が定め、定期的に進捗をレビューすることにより、
業務の効率性を確保しています。

⑸ 当社及び親会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
取締役会は、当社が達成すべき数値目標を定め、担当取締役に対しリスクを管理し、法令遵守体制を構築

する権限と責任を与えており、コーポレート本部がこれらを横断的に推進、管理しています。また、当社の
業績を進展させ、親会社から成る企業集団の業績向上に寄与するために、当社の業績に関する報告体制を構
築するとともに、当社における一定の重要事項及びリスク情報のうち一定の事項に関しては親会社に報告や
情報共有を行っています。
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⑹ 当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項
監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査等委員会と協議の

上、必要に応じて監査等委員会の職務を補助すべき使用人を配置します。

⑺ 前号の使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項及び当社の監査等委員会の当該使用人に対する指
示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会の求めにより補助者として使用人を配置した場合の当該使用人は、その職務に関して監査等

委員会の指揮命令のみに服し、取締役等から指揮命令を受けないこととします。また、当該使用人の人選、
人事異動、人事評価等について、監査等委員会は取締役と協議し、補助使用人の独立性についても十分留意
するものとします。

⑻ 当社の監査等委員への報告に関する体制
取締役、コーポレート本部及び内部監査室担当者は、当社に関する以下の重要事項を定期的に常勤監査等

委員に報告するものとし、常勤監査等委員は、監査等委員会において、当該報告を提出しています。
① 重要な機関決定事項
② 経営状況のうち重要な事項
③ 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
④ 内部監査状況及びリスク管理に関する重要事項
⑤ 重大な法令・定款違反
⑥ その他、重要事項
監査等委員へ報告を行った者について、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保しています。

⑼ その他当社の監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員は業務執行取締役及び重要な使用人に対してヒアリングを実施することができるとともに、代

表取締役社長、監査法人、法律顧問と意見交換等を実施しています。また、監査等委員がその職務の執行に
あたり、当社に対して会社法第399条の２第４項に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署に
おいて審議の上、当該請求に係る費用等が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除
き、速やかに当該費用等を処理しています。
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株主資本等変動計算書

（2023
2024

年
年
10
９
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

新株
予約権 純資産合計

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己
株式

株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 3,127,283 3,127,283 3,127,283 △1,202,840 △1,202,840 △625 5,051,101 54,715 5,105,816

当期変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 9,270 9,270 9,270 18,540 18,540

自己株式の取得 △33 △33 △33

当期純損失 △103,603 △103,603 △103,603 △103,603
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △6,200 △6,200

当期変動額合計 9,270 9,270 9,270 △103,603 △103,603 △33 △85,097 △6,200 △91,297

当期末残高 3,136,553 3,136,553 3,136,553 △1,306,444 △1,306,444 △659 4,966,004 48,515 5,014,519

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しています。

関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しています。

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しています。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物については、定額法を採用し
ています。
なお、主な償却年数は以下のとおりです。
建物 ８〜15年
工具、器具及び備品 ３〜15年

② 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、主な償却年数は以下のとおりです。
ソフトウエア（自社利用分） ５年以内（社内における利用可能期間）

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しています。

② 退職給付引当金
韓国拠点の従業員の退職金に備えるため、当事業年度末における支給見込額を計上しています。なお支

給見込額は韓国の労働法（勤労者退職給与保障法）に基づいて計算しています。
③ 勤続インセンティブ引当金

従業員の勤続に対するインセンティブの支出に備えるため、内規に基づく支給見込額を計上していま
す。
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⑷ 収益及び費用の計上基準
当社は、主たる事業である応援購入サービス事業のうち各サービスにおける主な履行義務の内容及び収

益を認識する通常の時点は以下のとおりです。
① Makuake、その他サービス

応援購入サービス事業であるMakuakeにおいては、応援購入の場や機会を提供しており、顧客との間
に締結した役務提供契約に基づき、契約期間にわたってサービスを提供する義務があり、顧客との契約に
おける履行義務の充足に伴い、契約により定められたサービス提供期間にわたって収益を認識していま
す。

② Makuake Incubation Studio
Makuake Incubation Studioサービスにおいては、応援購入サービスを活用した事業創出に係るコン

サルティング等のサービスを提供しており、顧客との間に締結した役務提供契約に基づき、財・サービス
を顧客に提供する義務があり、成果物の納品又は役務の提供により履行義務が充足されるため、当該履行
義務を充足した時点で収益を認識しています。

③ 安心システム利用料
安心システム利用料においては、Makuakeのサイト環境の整備をはじめ、「Makuake品質基準」に基

づく審査、返金制度等を通じて、プロジェクトサポーターが安心して応援購入できる場や機会を提供して
います。顧客との間に締結した役務提供契約に基づき、安心して応援購入できるサービスを提供する義務
があり、その対価をシステム利用料として受領しています。当該システム利用料は、プロジェクトサポー
ターが応援購入することで履行義務が充足されるため、応援購入の申込が完了し、プロジェクトが成立し
た時点で収益を認識しています。

⑸ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
繰延資産の処理方法
株式交付費は３年間にわたり均等償却しています。
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2．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
①当事業年度の計算書類に計上した金額

貸借対照表計上額
（千円）

有形固定資産 3,911

無形固定資産 800,033

合計 803,944
②識別した項目にかかる会計上の見積りの内容に関する情報
イ．算出方法

当社は、事業用資産については、管理会計上の区分を基準に、全社資産としてグルーピングを行っ
ています。
減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フロ

ーの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。判定の結果、割
引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。
当事業年度において、営業損益が継続してマイナスであることにより、減損の兆候があると判断し

ましたが、減損損失の認識の判定において、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・
フローの総額が固定資産の帳簿価額を上回っていたことから、減損損失を認識していません。

ロ．主要な仮定
固定資産の減損に関する主要な仮定は、将来キャッシュ・フローの見積りの構成要素である売上高、

人件費であり、今後の収益及び費用の見込額を基礎とした事業計画に基づき見積りを行っています。
今後の収益及び費用の見込みについては、経営意思決定機関により承認等が行われるとともに、入手
可能な市場動向に関する外部情報、過去実績、設備投資計画や人員計画に基づく人員の配置等の一定
の仮定に基づく最善の見積りを行っています。

・売上高
今後においても新商品及び新サービスにおける予約販売Eコマース市場の消費動向は堅調であり、

自社のデータベースを活用した新たなサービスの提供による売上高の成長を織り込んだ事業計画に
基づき、将来キャッシュ・フローを見積もっています。過去実績を勘案した上で、経済環境の仮定
等の不確実性が高いと判断した場合には保守的に評価しています。
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・人件費
掲載開始数に合わせたキュレーション局及びプロジェクト法務局の人員は確保できている状態で

あり、オペレーションの効率化や人材育成を継続的に行っていくことで、適切な採用活動は行いつ
つも人員数を大きく変動させずに売上高を成長させていく事業計画に基づき将来キャッシュ・フロ
ーを見積もっています。新たなサービスについても、売上高の見積りに用いた事業計画においては、
人員数の大きな変動は見込んでいません。
開発部門については、Makuakeサービスの新機能の追加等のソフトウエア開発投資を織り込んだ

事業計画に基づき将来キャッシュ・フローを見積もっています。

見積りやその基礎をなす仮定は、市場自体の成長や消費動向等によって影響を受けることから不確
実性を伴い、将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。

ハ．翌事業年度の計算書類に与える影響
事業計画による割引前将来キャッシュ・フローの見積りに使用した条件及び仮定に変更が生じ、業

績に影響がある場合には、減損損失を認識する可能性があります。

非上場株式の評価
① 当事業年度の計算書類に計上した金額
投資有価証券（非上場株式） 51,346千円

投資有価証券評価損 78,240千円
② 識別した項目にかかる会計上の見積りの内容に関する情報

非上場株式については、超過収益力を加味した価額で取得した市場価格のない株式等であり、取得原価
をもって貸借対照表価額としています。実質価額が著しく低下した場合には、相当の減損処理を行ってい
ますが、回復可能性が十分と見積られる場合には、減損処理を行わないことがあります。超過収益力が当
事業年度末日において維持されているか否かを評価する際には、個別投資先ごとに入手し得る直近の実績
データを収集し、業績悪化の程度や資金調達の状況を踏まえて、投資先の事業計画の達成状況や市場環境
等を総合的に評価して判断しています。
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、実際の投資先の

業績が見積りと異なる場合、翌事業年度の計算書類において、重要な影響を与える可能性があります。
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3．貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 4千円
短期金銭債務 81,521千円

4．損益計算書に関する注記
関係会社との取引

営業取引による取引高 906,976千円

5．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数

普通株式 12,726,700株

⑵ 当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 180株

⑶ 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな
る株式の種類及び株式数
普通株式 97,300株
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6．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
ソフトウエア償却超過額 40,707 千円
一括償却資産償却超過額 584
未払事業税 7,520
貸倒引当金 4,537
勤続インセンティブ引当金 13,941
未確定債務 22,968
減損損失 182,706
投資有価証券評価損 46,666
フリーレント家賃未払額 1,711
その他 3,377
税務上の繰越欠損金 315,570

繰延税金資産小計 640,292
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △315,570
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △261,204
評価性引当額小計 △576,774
繰延税金資産合計 63,517
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7．金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については一時的な余剰資金を安全性の高い金融資産で運用し、資金調達については
増資、金融機関からの借入、社債発行等による方針です。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されています。
敷金及び保証金は主に本社オフィスの賃貸借契約に伴うものであり、差入先の信用リスクに晒されてい

ます。
営業債務である未払金及び預り金は、全て１年以内の支払期日です。営業債務は、流動性リスクに晒さ

れています。
③ 金融商品に係るリスク管理体制
ⅰ 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について、取引先ごとの入金期日管理及び残高管理の徹底を行うとともに与信管理
規程に基づき、定期的に与信限度額水準の見直しを行い、信用リスクの低減を図っています。
敷金及び保証金については、賃貸借契約締結に際し、差入先の信用状況を把握することにより信用リ

スクを管理しています。
ⅱ 流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、コーポレート本部において資金繰り計画を作成し、適時に更新することにより流動性リスク
を管理しています。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用
することにより、当該価額が変動することもあります。
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⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2024年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。な

お、市場価格のない株式等は、次表には含めていません（注１をご参照ください）。また、現金及び預金、
プロジェクト預り用預金、売掛金、未払金、未払法人税等、預り金については、全て短期間で決済されるた
め、時価は帳簿価額と近似していることから、注記を省略しています。

貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

敷金及び保証金 81,223 78,900 △2,322
資産計 81,223 78,900 △2,322

（注）１．市場価格のない株式等
区分 貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 51,346
出資金 330

合計 51,676

２．金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 3,958,004 − − −
プロジェクト預り用預金 1,103,548 − − −
売掛金 420,701 − − −
敷金及び保証金 67,204 − − 14,018

合計 5,549,459 − − 14,018
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⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しています。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時

価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産

区分
時価

レベル１
（千円）

レベル２
（千円）

レベル３
（千円）

合計
（千円）

敷金及び保証金 − 78,900 − 78,900

資産計 − 78,900 − 78,900
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

敷金及び保証金
その将来キャッシュ・フローを返還予定時期に基づき、国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在

価値により算定しており、レベル２の時価に分類しています。

8．持分法損益等に関する注記
⑴ 関連会社に対する投資の金額 15,602千円
⑵ 持分法を適用した場合の投資の金額 20,145千円
⑶ 持分法を適用した場合の投資利益の金額 4,542千円
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9．関連当事者との取引に関する注記
親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容

又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

親会社
株式会社
サイバー
エージェ
ント

東京都
渋谷区 7,440

メディア
事業
インター
ネット広
告事業
ゲーム事
業
投資育成
事業
その他事
業

（被所有）
直接 51.03

役員の
兼任
１名

立替経費
の精算
（※１）

47,253
（※４）

未払金 81,521
ツール費
用の支払
（※２）

10,713
（※４）

広告代行
費用の支
払

（※３）

848,006
（※４）

（※１）立替経費の精算については、主にサーバー利用料の実費精算分です。
（※２）ツール費用の支払は、データ分析ツール費用の支払であり、取引条件及び取引条件の決定方針について

は、市場価格を勘案し両者合意の上で決定しています。
（※３）広告代行費用の支払は、Makuakeにおける応援購入金額の拡大を目的とした広告配信代行サービスの

業務委託であり、取引条件及び取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し両者合意の上で決定
しています。

（※４）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

10．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 390円21銭
１株当たり当期純損失（△） △8円16銭
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11．収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
応援購入サービス事業

一時点で移転される財又はサービス 144,092

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 3,508,715

顧客との契約から生じる収益 3,652,808

その他の収益 −

外部顧客への売上高 3,652,808

⑵ 顧客との契約から生じる収益と理解するための基礎となる情報
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記「⑷ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

⑶ 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
金額

顧客との契約から生じた債権（当期首） 483,759

顧客との契約から生じた債権（当期末） 420,701

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社は、当初に予定される顧客との契約期間が１年以内であるため、残存履行義務に配分した取引価格

の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しています。

12．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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